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外交政策の閣僚候補を発表した 2020 年 11 月

下旬，ジョー・バイデン大統領および側近が最

も強調したのが，ドナルド・トランプ政権の

「米国第一主義（America First）」から「米国

の国際舞台復帰（America is Back）」に軌道修

正するメッセージであった。バイデン政権

下，パリ協定，イラン核合意，世界保健機関

（WHO）など国際舞台への米国復帰が実行に

移される。バイデン大統領が指名した閣僚など

側近の面子からも，バイデン政権は「オバマ

2.0」あるいは「オバマ 3 期目」とも揶揄され

ている。バイデン政権の通商政策はプロセス面

で，歴代政権に似通った動きも一部見られ，同

政権は同盟国をはじめ世界各国との連携強化を

アピールするであろう。だが，通商政策自体の

中身は必ずしも国際舞台に完全復帰とはならな

い。オバマ政権からトランプ政権に切り替わっ

た 4年前と今日では世界が激変したからだ。特

にアジア太平洋地域では，米中新冷戦に加え，

「環太平洋パートナーシップに関する包括的お

よび先進的な協定（CPTPP，TPP11）」の発効

や「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」

の署名など貿易関係に地殻変動が起きた。ま

た，他の外交問題と異なり，通商政策ではバイ

デン政権は次回選挙への影響など内政に配慮し

なければならない特殊事情があるからだ。その

ため，久々にホワイトハウスあるいは関係省庁

に戻ったバイデン政権高官は，新たな思考で通
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関与を深める中，米国企業にとってビジネス環境は悪化しかねない。ベストシナリオは，CPTPPとの部分的

な協定の締結で米国が域内統合に参画することで辛うじて中国参加を牽制することかもしれない。



商政策を立案しなければならない現実にも直面

している。

Ⅰ 「オバマ2.0」となる対アジア

通商政策

バイデン政権下，オバマ政権をはじめ歴代政

権の伝統が復活するところも多々ある。主に

（1）通商政策は外交政策に組み込まれる，（2）

政策立案プロセスの復活，（3）同盟国などとの

連携強化など，主に政策実行プロセスの面で 4

年前に戻ると思われる。

1．通商政策は外交政策に組み込まれる

トランプ政権下，大統領の長年の拘りからも

各国との関係は通商関係の視点から捉えられる

ことが多かった。米中関係では当初，トランプ

大統領は中国の貿易赤字を各種関税などでいか

にして縮小するかといったことに焦点をあてて

いた。だが，バイデン政権は貿易赤字への拘り

は大幅に低下するであろう。バイデン政権はそ

もそも関税では米国の貿易赤字は削減できない

ことも理解しており，国家資本主義といった中

国の根本的問題の解決に注力するとともに，外

交関係全体の中で対中通商政策が決められると

いった伝統が復活するであろう。バイデン政権

下，米中関係など重要な政策については，バイ

デン氏側近のトニー・ブリンケン国務長官候補

（2021 年 1 月上旬時点）やジェイク・サリバン

大統領補佐官（国家安全保障担当）などが決

め，キャサリン・タイ米通商代表部（USTR）

代表候補（2021 年 1 月上旬時点）などは政策

決定で影響力は限定的と見られている。

オバマ政権ではアジア太平洋諸国と TPP を

通じ将来的に米産業界が直面する中国の国家資

本主義問題の解消を狙うのと同時に，中国とは

2009 年以降，政権末期まで毎年，米中戦略・

経済対話（S&ED）の場で協議を重ねていた。

S&ED から改名するであろうが，バイデン政

権も同様の会合を設立するであろう。同会合で

は S&EDのように経済そして安全保障，エネ

ルギー，気候変動，人的交流など広範囲のテー

マについて対話が行われ，その中で通商問題も

協議されることが見込まれる。バイデン政権

下，気候変動などグローバルな問題では両国は

協力することが予想されている。トランプ政権

の米中関係ではその場しのぎの「トランザク

ショナル（transactional）」な政策決定が多々

見られた。だが，バイデン政権では米メディア

へのアピールが目的の個別ディールの成立など

は減り，米国の中長期的な戦略に基づく通商政

策に応じた交渉が行われるであろう。

2．政策立案プロセスの復活

政策を学ぶ米国の大学院では将来の政府官僚

育成を目的とし，政策提言の書き方といった実

務も教えている。官僚の作成した提言がボトム

アップで上がり，政策が策定されるのが米国の

伝統的なプロセスであった。だが，トランプ政

権下，米通商代表部（USTR）はライトハイ

ザー USTR 代表をはじめ政治任命された幹部

4人で意思決定し，トップダウンで通商政策が

実行に移されていた。したがって，担当レベル

では政策に関わる情報は極めて限られていた。

従来の米政権では，通商交渉などで政策立案

段階において省庁間の連携を図る「政策調整委

員会（Policy Coordination Committee（PCC））」

の活用などといったプロセスが，トランプ政権

下では基本的に機能しなくなったと言われてい

る。仮に他省庁が不満を抱いている場合は，担
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当省庁の閣僚からライトハイザー USTR 代表

に電話することとなっていた。

バイデン政権下では PCC は復活し，省庁間

での連携が強化される見通しだ。ワシントンに

いる通商政策に関わる業界関係者によると，ト

ランプ政権発足前，米国企業は USTR以外の

国務省など様々なチャネルからも通商政策につ

いて話を聞くことができ，多方面でロビー活動

もできたという。同氏はバイデン政権下，省庁

間連携復活で再びそれが可能となることに期待

しているという。またバイデン大統領は政治人

生のうち 36年間，上院議員を務め，議会との

関係は強く，側近も議会スタッフ経験者が多数

いる。トランプ政権では暖簾に腕押しとなるこ

とも多かった議会ルートで企業が政権に働きか

けるアプローチも効果を発揮するかもしれな

い。

大統領のツイッターで，政府高官を含む米政

府職員が新たな通商政策を初めて知るといった

事態はバイデン政権で起きることはないであろ

う。産業界にもある程度，事前の根回しが予想

されることからも，バイデン政権では政策の予

見可能性は高まる見通しだ。

3．同盟国などとの連携強化

トランプ政権では同盟国との連携がなかった

わけではない。日米欧の貿易担当相が集い中国

の産業補助金など不公正貿易慣行を念頭に

WTO 改革を推進するといった連携も見られ

た。トランプ政権の働きかけで，英国など一部

の国では自国の 5G ネットワークからファー

ウェイを排除するといった成果も見られた。

だが，トランプ政権下では同盟国との連携よ

りも，二国間貿易交渉や米国単独で実行する貿

易救済措置により重点が置かれていた。同盟国

などとの連携では閣僚クラスでの関与は限ら

れ，スタッフレベルのものが多かったという。

そしてトランプ政権下では，これら連携の動き

がトランプ大統領の言動によってひっくり返さ

れ，政権全体として同盟国などと連携して対中

政策を展開するといった姿勢を明確に見せるこ

とができていなかった。トランプ政権は安全保

障面，経済面で中国が脅威と語り，一部の政策

では同盟国との連携を探る一方，同盟国であっ

ても容赦なく米国の安全保障確保を理由とした

1962 年通商拡大法 232 条（国防条項）に基づ

く鉄鋼・アルミ関税など経済制裁を発動するな

ど政策の一貫性に欠けていた。バイデン政権下

では同盟国などとの関係強化を図る一環で，い

ずれ日本にも課しているこれら関税は見直され

る可能性が高い。ただし，既存の関税を撤廃す

る条件として，バイデン政権は日本に何かしら

対中政策などで協力を要求すると見られてい

る。

なお，当面は CPTPP など包括的な貿易協定

などの交渉入りは難しい米国にとっては，4 か

国安全保障対話（クアッド：日米豪印）の他，

D10，民主主義サミットのような場を通じてア

ジア太平洋地域との連携を強め，中国の国家資

本主義を牽制するかもしれない。

Ⅱ 「オバマ2.0」とならない

対アジア通商政策

新大統領は側近の指名や政策決定は，自らの

裁量である程度判断できるが，コントロールで

きないのが前政権から引き継ぐ国内外の問題

だ。バイデン大統領がトランプ大統領から引き

継いだ世界は深刻な問題が山積みとなってい

る。特に（1）コロナ危機による景気低迷，（2）
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中国の脅威拡大，（3）アジア太平洋の経済統合

の波への乗り遅れといった 3点の試練により，

バイデン政権の対アジア通商政策の中身につい

ては 4 年前から大幅に変わり「オバマ 2.0」と

は言えない。つまり，トランプ政権下で導入し

た一部政策や負の遺産をそのままバイデン政権

が引き継いだ。

1．コロナ危機による景気低迷

1 世紀ぶりのパンデミックで米国は経済危機

に陥っており，「より良く復興（Build Back Bet-

ter）」のスローガンのもとバイデン政権は国の

再建を最優先課題に掲げている。新たな FTA

締結は先送りとなることをバイデン陣営は就任

前にすでに語っている。

サリバン大統領補佐官（国家安全保障担当）

は 2020 年 6月，ワシントンのシンクタンク会

合で米政策について「中国の足を引っ張ること

は控え目にし，米国自らがより速く走ることに

注力すべき」と語っている。つまり，バイデン

政権はトランプ政権のように新たな関税引き上

げなど通商政策で中国の発展を阻止しようとす

る動きは抑えるであろう。一方，研究開発や労

働者の教育の機会拡充など米国は実質，産業政

策によって競争力の確保を目指す方針だ。民主

党内で意見が分かれる通商政策については政権

発足当初，バイデン大統領はなるべく関与する

ことを避け，国の復興で競争力向上を図ること

に注力する模様だ。

2．中国への懸念拡大

オバマ政権末期から兆候が見られたが，首都

ワシントンでは中国に対する警戒感が強まって

いる。今日，左派から右派まで政治思想を問わ

ず，誰もが中国批判をするといった「反中ワシ

ントンコンセンサス」が形成されている。保守

派のテッド・クルーズ上院議員（ヘリテージ・

アクションの保守度合いのスコア：100ポイン

ト中 91ポイント）と急進左派のアレキサンド

リア・オカシオ・コルテス下院議員（同 16ポ

イント）の 2人はほとんどの政策面では両極端

の立場をとっているが，2019 年，対中批判で

連携する場面も見られた。習近平政権に対する

批判の中でも，ビジネスと安全保障の接点で米

政府の懸念が強まったのが，2017年 6月に施

行された中国の国家情報法であった。同法第

14条では，中国政府は中国人や中国企業に情

報提供を要求することができることが規定され

ている。

従来，産業界に支えられた自由貿易推進派の

共和党が対中強硬策に反発していたが，今や国

民の声を反映して超党派で推進。厳格な対策を

含む法案への抵抗勢力は議会内に少ない。第

116 議会では 12 月初めまでに 340件以上の対

中関連法案が提出され，過去最高レベルに達し

ている（図参照）。ピュー研究所の世論調査

（2020 年 6〜7 月実施）によると，73％の国民

が中国を好意的に見ていない。2018年から 26

ポイントも上昇した。このように反中感情は党

派を問わず米社会で強くなっている。

トランプ前政権は「ゼロサム」思想に基づき

通商交渉を行ってきた。バイデン政権では

「ウィン・ウィン」を前面に出した交渉を目指

すであろう。だが，そこで立ちはだかるのがハ

イテク冷戦であろう。ハイテク分野ではビジネ

スだけでなく一国の安全保障にも関わることか

らも，技術を保護する動きがあり，必ずしも

「ウィン・ウィン」とはならない。一部ハイテ

ク分野で先進的な技術を米国が守るためにも公

正な環境整備，そして知的財産権侵害について
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厳格に取り締まろうとする取り組みは継続され

るであろう。したがって，バイデン政権下でも

中国とのデカップリングの動きは一部ハイテク

分野で続くこと必至だ。

トランプ政権が 1974 年通商法 301条報告書

でも指摘し，米国が中国の貿易投資慣行で最も

問題視し構造改革を求めてきた多くの点は通商

合意の「第 1段階」から積み残され未解決の状

態が続いている。補助金問題，国有企業問題な

どその他多くの課題は第 2段階あるいは第 3段

階の交渉に先送りとなった。「第 1段階」合意

は当初の目的の構造改革の内容が欠けているこ

とからも，対中強硬派から「内容がない合意

（スキニー・ディール）」とも揶揄された。

「第 1段階」合意は貿易戦争の和平協定では

なく，停戦合意に過ぎない。米政府関係者によ

ると中国は「40・40・20 計画」に基づきトラ

ンプ政権と交渉していたという。米国が中国に

対し交渉過程で提示した要求事項の 40％は

元々中国が改革する予定であった内容で実行可

能，40％は交渉可能，20％は中国の国家安全保

障に関わり，中国共産党による一党独裁体制維

持のためにも，決して合意できない内容とい

う。バイデン政権下でも，両国の異なる政治経

済体制からどうしても埋められない溝が残り，

米中摩擦は続くこと必至だ。バイデン政権下，

そして今後，長期に渡り覇権争いは継続するこ

とからも，「米中問題を追うだけで，一生食べ

ていける」，ワシントンのあるアナリストは米

中新冷戦が長引くことをこう語った。

なお，301条関税については，撤廃を反対す

る労組に対し，米産業界は撤廃を要請するであ

ろう。だが，2020 年 12 月，バイデン大統領は

ニューヨークタイムズ紙コラムニストのトーマ

ス・フリードマン氏に対し対中関税は即時に撤

廃することはないことを語っている。トランプ
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search.org。原文は英語筆者仮訳）govtrack(2020 年 12 月 5日時点）を基に筆者作成。



政権が 301条報告書に基づき発動した約 500億

ドル相当の中国からの輸入品に対する報復関税

（第 1弾および第 2弾）は対中政策において最

も重視される「至宝（crown jewel）」とも呼ば

れ，品目選定の際にも中国の国家資本主義に対

抗する措置を念頭に置いてあった。したがっ

て，バイデン政権が特に第 1弾の関税を撤廃す

ることは当面ないと思われる。仮に多くの関税

を撤廃すれば，共和党だけでなく民主党内から

も懸念の声が出てくること必至だからだ。

3．アジア太平洋の経済統合の波に乗り遅れ

た米国

2017 年 1 月，政権発足直後，トランプ大統

領は公約通り TPP を離脱。当時，TPP 交渉に

も携わった元 USTR 高官は，TPP は米国が交

渉参加後は米国が中心となって創造したもので

あり米国抜きでは前進しないであろうと断言し

ていた。だが，その予想は外れた。残り 11 か

国が CPTPP と名前を改定し 22項目を凍結し，

再交渉を経た後に発効にまで至った。

過去 4 年間，CPTPPに続きアジア太平洋地域

で経済統合が進展したのが，2020 年 11 月に 15

か国で署名に至った RCEP だ。関税撤廃率は

品目数ベースで 91％となり，一部品目では最長

20 年かけて段階的に関税撤廃する。先進国から

途上国まで含まれるため，同協定は他の FTA

と比べると内容が劣るとの指摘もあった。だ

が，米国に対する重大な警鐘だと一部専門家は

指摘している。GDP規模ではRCEP署名国は世

界の約 30％を占め，発効すれば USMCA，EU，

CPTPP などメガ FTA を上回る世界最大の自

由貿易圏となる。ASEANが核となっている同

協定は今後，域内統合を進展させるとも見られ

ている。

アジア太平洋地域が CPTPP と RCEP で経

済統合を進める中，トランプ政権は場外で静観

してきた。バイデン政権でも当面は静観状態が

続く可能性が高い。

そもそも米国の通商政策が急転回したのは

2016年大統領選であった。TPP を「貿易協定

のゴールドスタンダード」と称したこともある

ヒラリー・クリントン元国務長官が通商政策で

軌道修正せざるを得なかった背景には，輸入の

影響を受けやすい製造拠点がウィスコンシン，

ミシガン，ペンシルベニアといったラストベル

ト地域の大統領選激戦州に集中しているためで

あった。2020 年大統領選でもバイデン勝利に

とってラストベルト地域は極めて重要となっ

た。

2024 年大統領選でも再びラストベルト地域

が激戦州となる可能性が高い。仮にバイデン政

権がTPP・CPTPP への参加を表明すれば大統

領選に向けて共和党による攻撃の的となるであ

ろう。2024 年再出馬の可能性もあり，共和党

内で引き続き影響力を保持するトランプ氏が，

バイデン政権が労働者を蔑ろにしているとツ

イッターなどで訴えることも想像できる。した

がって包括的な CPTPP 交渉をバイデン大統領

が早期に始める機運はない。

4．中国牽制で CPTPP 加盟国と部分的な協

定交渉か

中国牽制が背景にあった TPP は，いずれ再

加盟することは経済そして安全保障の面からも

米国の国益に適っている。だが，上記の通り，

足元では政治的な束縛によって困難である。

習近平国家主席は 2020 年 11 月，アジア太平

洋経済協力会議（APEC）の会合で CPTPP へ

の中国参加の意欲を表明した。仮に米国が先に
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CPTPP に参加すれば，中国が参加する際の

ハードルは大幅に高まることを想定した発言と

も言われている。前述の通り，バイデン政権は

内政事情からも，当面は CPTPP に参加できな

い。可能性は低いが，中国が米国よりも先に

CPTPP に交渉入りするだけでも，中国にとっ

て大きな成果となり，米国企業にとってダメー

ジは計り知れない。

国民が対中懸念を高める中，バイデン政権が

対中脅威論と関連付けることでアジア太平洋地

域における貿易協定に対する世論をシフトする

可能性がある。米国抜きの自由貿易圏が発足す
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表 バイデン政権下の対中国を念頭においたTPP・CPTPP対策とその実現性

シナリオ 対策 概要
予想される米国外

（CPTPP 加盟国）の反応
予想される米国内の反応 可能性

1 TPP 復活

2017 年 1 月，トランプ政権

が離脱した 12 か国が署名

済みのTPPを復活させる。

× ×

小加盟 11 か国は CPTPP で交渉

済みのため，米国が望む TPP

条項を復活させることに反対。

2016 年大統領選では民主・共

和両党候補が反対。今更，TPP

復帰は国内で再び反発が高まる

こと必至。

2 CPTPP 加盟

2018 年 12 月，米国を除く

TPP 交渉 11 か国が発効し

た協定に米国が加盟。

▲ ×

小

CPTPP 加盟国にとっては再交

渉が不要であることからも最も

望ましい選択肢。ただし，米国

は既存の CPTPP 条文を受け入

れ，加盟国の要望通りの内容で

加盟することが条件に。

CPTPP 加盟国の要求する内容

（労働・環境条項の強制力に欠

ける内容など）を米産業界や労

組，環境団体が受け入れること

は考えられず，米議会での批准

が不可能。

3 CPTPP 再交渉

CPTPP 加盟国は米国が要

望する条文の追加や既存の

条文を修正するなど再交

渉。

× ▲

小

CPTPP 加盟国の多くは既に

CPTPP の国内批准を終え発効

していることからも，再度，国

内で再交渉後の内容で承認を得

るのは政治的に難しく反発。

米産業界や労組，環境団体が要

望する内容を米政府は交渉。し

かし，CPTPP 加盟国は米国の

要望を全て受け入れることは考

えられず，交渉は暗礁に乗り上

げること必至。

4
CPTPP加盟国と

の部分的な協定

医療関連品の貿易，デジタ

ル貿易，環境分野など部分

的な協定を交渉。

〇 〇

大

包括的な貿易交渉ではセンシ

ティブな内容も含まれるため合

意は難しいが，既に APEC や

G20，WTO などでも協議して

いる内容とも重複し短期間で合

意できる可能性あり。

域内貿易で影響力が増す中国を

牽制するためにも，米産業界の

競争力向上のための施策を導入

することで産業界からの支持は

得られやすい。

5
二国間協定，

米単独行動

CPTPP 加盟国の一部と二

国間で貿易協定に合意。米

国は貿易救済措置法に基づ

き，単独で関税など発動。

▲ 〇

大二国間協定については，あくま

でも WTO の枠組み内での連

携を米国に要請。

保護主義政策を求める一部の米

産業・労働者は政府の二国間協

定や単独行動を歓迎。米政府は

同分野について WTO の枠組

みでは解決できない問題と主

張。単独行動は特定分野・品目

に絞って発動することで米産業

界や CPTPP 加盟国の反発を回

避。

出所：アジアソサエティ，各種報道を基に筆者作成。



ることによって，市場を失わないために米国に

も自由貿易を推進するインセンティブが働く現

象をピーターソン国際経済研究所（PIIE）名誉

所長のフレッド・バーグステン元財務次官は

「競争的自由化（Competitive liberalization）」

と呼んでいる。今後，米産業界は同地域におけ

る商売の機会を逃すことへの恐怖心（FOMO：

Fear of Missing Out）で，米政権に対して域内

自由貿易圏への参画の圧力を強めるであろう。

だが，包括的に CPTPP に参画するとなる

と，米国と各国で意見の隔たりがある分野も多

数ある。バイデン政権では労働や環境分野の合

意事項について確実に施行できることが重要と

なってくる。したがって，CPTPP参加の際に

は同分野の条項について強化することが前提条

件となるのではないだろうか。その際，米国は

USMCA をひな型とし，例えば，原産地規則に

ついて米労組は雇用確保のためにも現地調達率

を引き上げるよう要望するであろう。だが，日

本をはじめ CPTPP 加盟国は現地調達率の引き

上げに抵抗し交渉が暗礁に乗り上げること必至

だ。

短期的に最も可能性が高いのが，分野を限定

して CPTPP 加盟国と交渉することだ。知的財

産権，国有企業改革，デジタル貿易など対中政

策を念頭に置いた部分的な交渉であれば国内に

も説明がつく公算が大きい（表参照）。またバ

イデン政権下，アジア太平洋地域における対中

政策においてトランプ政権時代からの二国間協

定（米中貿易協定第 1段階合意，日米貿易協定

第 1段階合意）や関税などの単独行動も一部継

続するであろう。

なお，2021 年 7 月 1 日，貿易促進権限法

（TPA）が失効し，貿易交渉が現実的ではなく

なる。TPA抜きでは，各国が交渉妥結した後

に議会が協定文を大幅に修正する可能性が高

く，相手国の交渉チームは米国の交渉チームと

交渉しても意味がなくなるからだ。だが，バイ

デン政権はすでに通商交渉について後回しにす

ることに言及しており，政権初期にパンデミッ

クをはじめ多くの国内問題に対処せねばならな

い時に，党内でも反対があるであろう TPA更

新に時間と労力を注ぐ可能性は低い。したがっ

て，TPA が前提となる新たな通商協定の交渉

はバイデン政権の初年度では考えられない。

Ⅲ 在米企業が直面するリスク

バイデン政権発足後も米中覇権争いが続く

中，在米企業は様々なリスクにさらされる。引

き続き，バイデン政権下でも，米議会そして連

邦政府が先行して産業界が調整することとな

る。サリバン大統領補佐官が重視するように経

済と安全保障が密接な関係となっている今日，

企業は事業活動において政策動向を注視するこ

とが益々重要となっている。在米企業が直面す

るのは（1）デカップリング政策の進展リスク，

（2）他国の競合相手に対し在米企業が劣勢とな

るリスク，（3）風評被害のリスクの 3点が主に

挙げられる。

1．デカップリング政策の進展リスク

米中貿易協定第 1段階合意は両国の貿易拡大

を図ることからも，デカップリングに逆行する

動きだ。バイデン政権でも第 1段階合意は維持

することが見込まれている。だが，今後，ハイ

テク，医療関連製品，金融などターゲットを

絞ってバイデン政権はデカップリングを進める

可能性が高い。これらは政権に先行して議会が

法案を可決して政権に圧力をかけていくことも
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想定される。

在上海米国商工会議所が中国に進出済みの米

製造業企業を対象に行ったアンケート調査

（2020 年 6月〜7月）によると，中国からの撤

退計画があるとする企業は 2割弱でうちアメリ

カに戻ってくるのは 4％のみであった。世界経

済がパンデミックからの復興に時間がかかって

いる中，直近では中国経済はいち早く回復して

いるため，中国市場の成長にあやかりたいと考

える米国企業も多いであろう。

だが，米中貿易関係の方向性を決めるのは企

業ではなく米政府の政策であることを通商専門

家は指摘する。バイデン政権でも特定分野で安

全保障懸念からもデカップリングが進展するで

あろう。これら特定分野の企業は，議会や政権

の政策動向を見極めた上で準備が必要であろ

う。

なお，トランプ政権末期，中国から周辺国に

生産をシフトし米国の関税を回避する動きがあ

る中，例えばベトナム産品に対する関税発動も

見られた。バイデン政権下，影響力が増すであ

ろう労組などが商務省や国際貿易委員会（ITC）

に提訴し，このような貿易救済措置の調査が行

われる可能性は大いにありうる。

2．他国の競合相手に対し在米企業が劣勢と

なるリスク

バイデン政権は対中政策で同盟国との連携強

化をアピールしている。米国が一方的に同盟国

などに対して課している関税を撤廃することは

容易であるが，各国が米国と同様の対中強硬策

を導入するといった連携は容易ではない。欧

州，日本，そして他のアジア諸国も自国企業が

中国向けビジネスで潤っている中，米政府が各

国政府に要請しても同様の規制をすんなり受け

入れないことが想定されるからだ。各国政府は

自国企業の利益を守ることを優先する。エン

ティティリストのような輸出管理体制が存在せ

ず，米国と足並みをそろえるのがそもそも困難

である国も多々ある。トランプ政権下で見られ

たように米国のみが輸出管理体制を強化し，中

国企業に対する米企業の輸出を阻止すること

で，中国企業は他国から調達する。同じことが

バイデン政権下でも起こりかねない。その結

果，他国がますます潤う一方，米企業のみが市

場を失うといった米国一人負けの状態に追い込

まれるリスクがある。

3．風評被害のリスク

バイデン政権では新疆ウイグル自治区，香

港，チベットなど中国の人権問題に焦点があた

ることが想定される。アウシュビッツ強制収容

所を経験したホロコスト生存者の義父を持つブ

リンケン国務長官候補は，人権問題に強い拘り

がある。これまでの発言からも，米中関係で人

権問題は重要な議題とするであろう。また中国

の人権問題について今後，米国民の関心も高ま

るかもしれない。人権問題を巡り 2022 年北京

冬季五輪ボイコット運動が活発化することもあ

りうるからだ。米国そして日本の大手企業もオ

リンピックの公式スポンサーとなっているが，

ボイコット運動が拡大すればレピュテーション

リスクとなることも懸念される。

Ⅳ 重要な局面を迎えている

米国の対アジア通商政策

米国の TPP離脱は米国経済史上，最大の過

ちとして数十年後に振り返った際に捉えられる

かもしれない。世界経済に占める米国経済の割
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合が縮小する中，成長エンジンであるアジア太

平洋地域から自ら手を引いた米国だが，統合が

進む中で今更，参加しようと思っても「経済統

合」という名の列車はすでに駅を出発してし

まったかもしれない。ワシントンでは「テーブ

ルに座っていなければ，メニューに載る」とい

う言い回しが頻繁に聞かれる。存在感を示さな

ければ競合他社によって自社に不利な法律や規

制が書かれてしまうことを指す。米国はメ

ニューに載ってしまう瀬戸際にある。

今日，米国はアジア太平洋地域でジレンマに

陥っている。バイデン政権は国内重視で新たな

FTA 交渉は当面行わないことを明言してい

る。さらには保護主義政策が支持を集めるラス

トベルト地域が 2024 年大統領選でも重要とな

ることも足かせとなる。だが，アジア太平洋地

域の統合プロセスは米国を待たずに前進する。

中国がアジア太平洋地域の経済統合への関与を

深める中，米国企業のビジネス環境は悪化しか

ねない。このジレンマは当面解消しない。した

がって，CPTPP との部分的な協定の締結で域

内統合に参画することで中国の CPTPP 参加を

牽制し，将来的に包括的な協定に参加する準備

を進めることが現在，米国が取れる得策と思わ

れる。
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